
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施目標１ 住民主体による地域福祉活動・生活支援を推進します 

現 況 と 課 題 

基本目標２ 地域福祉を支える仕組みづくり 

○ 少子高齢化の進行や働き方の多様化などの生活様式の変化に伴い、地域社会や家庭の様相が大きく

変容する中、社会的孤立、貧困を背景とする深刻な生活課題が顕在化しています。 
○ 生活課題の対応に当たっては、公的なサービスだけでなく、支え合いの理念に基づく住民の活動に

よって社会関係の維持・回復を図る取組や互いに支え合う地域づくりが不可欠です。 

○ 地域では、「見守り・支援を受けることを拒否される場合がある」、「担い手となってくれる人が

不足している、見つからない」、「個人情報保護により、住民・ボランティア間の情報共有が難しい」

などの課題があります。 

○ 改正介護保険制度により、専門職を中心とするシステムから地域福祉の考え方や方法を取り入れた

地域包括ケアシステム(*)へと変化しつつあります。 

今後の方向性 

（めざす姿） 

〇 制度では対応しきれない生活課題に対し、住民が自らの問題であると認識

し、住民間で共有し解決に向かう仕組みがある。 
〇 支援を必要としている人も含め、誰もが互いに支え合いながら、自らの特

性・能力や希望に応じて、様々な形で積極的に社会参加・貢献することが

できる。 
 

地域住民 

要支援者と社会とのつながりを再構築

（地域において、最も身近な支援者とし

て、ニーズの発見、見守り・支え合い活

動） 

地域福祉推進基礎組織（＊地区社協等） 

●地域の住民同士、異世代間、とりわけ地域社会

から疎外されがちな人との「出会いの場」づくり 

●住民の気づきを促し、「共に考える場」づくり 

●ともに福祉活動を進める「協働の場」づくり（小

地域ネットワーク活動(*) 

市町行政・社協 

●地域の生活課題を住民へ投げかけ、共に考

える場のしかけ 

●住民の地域福祉活動への参加機運の醸成 

●重層的な圏域の設定、活動の拠点や活動資

金の確保 

●活動の核となる人材の確保 

●課題意識を持った住民の組織化 

●他組織・団体と地域の生活課題の共有化 

社会福祉法人 

地域における様々なニーズに幅広く対応（開拓

性・先駆性・創造性を発揮し、社会福祉事業だ

けでなく、制度の狭間にある課題に対し柔軟な

支援を行う） 

民生委員・児童委員 

「自分で自分を助けられない人」を発見

し、見守り、適切な時期に必要な手立て

につなげる 

（地域福祉推進の要） 

「ストップ！子どもの貧困」ネットワークプロジェクト 

重点プロジェクト事業 

貧困の連鎖によって、子どもたちの将来が閉ざされることのないよう、多様な機関・団体

等がつながり、子どもの貧困対策に向けた仕組みづくりを推進します。 

 
〇 平均的な所得の半分以下で暮らしている18 歳未満の子供の割合を示す「子どもの貧困率」

は16.3％であり、過去最低を更新しています。(平成 25 年度国民生活基礎調査：厚生労働省) 

〇 生活保護世帯の子どもの高校進学率(90.8％)は、全体(98.6％)と比較して低い水準です。 

〇 静岡県における児童養護施設退所後の進路は、就職が 95.6％、大学進学が 2.9％であり、

進学率は低い水準です。（平成 23 年度静岡県における児童養護施設退所者への実態調査：

静岡県児童養護施設協議会） 

〇 静岡県の母子世帯を対象とした調査によると、非正規雇用が 57.4％、年収 200 万円以下

が 52.9％であり、不安定な雇用実態や経済的不安が拡大しています。また、「自分と子ど

もだけ」の世帯が 69.8％を占め、「３世代同居」の 24.1％を大きく上回り、地域社会での

〝孤立化“が懸念されます。（平成 26 年度母子世帯実態調査：静岡県） 

１ 子どもの貧困問題に係る運営協議会の設置（県社協事業中心に協議） 

（１）現状やニーズ把握（調査研究） （２）ひとり親家庭の就労支援 

（３）社会的養護施設等退所児童に対する就労支援 

２ モデル事業の直接実施（子どもの居場所づくりや学習支援等） 

３ 入居債務保証事業（＊仮称）の実施 

事業 

内容 

年次 

計画 

〇 子どもの貧困問題に対し、多様な主体が協議し、連携できる体制づくり 

○ 子どもの貧困対策（居場所づくり）に係るプログラムの創出及び他地域への普及 

〇 子どもの貧困問題に係る県民意識の向上 

現状と 

課題 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

１　子どもの貧困対策に係る
　　運営協議会の設置

運営協議会

　　調査研究

　　広報啓発

２　モデル事業の実施

　　モデル事業（子どもの
　　居場所、学習支援等）
　　の企画検討

モデル事業の直接実施
（中間見直し）

子どもの居場所立上支援

３　入居債務保証事業
　　（仮称）の実施

　　自立促進事業等の検証
入居債務保証事業（仮称）
の企画・検証

入居債務保証事業（仮称）
の実施

求める 

成果 

 
15 28 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広域的な見地から、住民主体の小地域福祉活動の推進及び 

災害時要援護者の支援体制の構築 
県社協の 

役割 

〇 地域特性の異なる３地域をモデル指定し「“地域の福祉力”推進モデル事業」を実施 

（主な成果） 

・地域福祉推進に係る住民の組織化 

・住民、関係者による重層的な見守り活動の実施 

・福祉事業者と協働による総合相談・経済的支援の仕組みの創設 

 ⇒県社協として継続的な関わりが必要 

〇 居場所(*)づくりの段階的な推進 

・県内の取組状況等の調査(H22 県内調査、H23 効果に係る調査) 

・居場所づくりの啓発、県内外の取組・実践等の共有化（シンポジウムの開催 H23・24） 

・居場所の担い手（運営者・協力者）の養成（実践者養成研修の実施 H24～） 

・居場所の立上支援（専門家派遣、プレゼンテーション事業) 

・居場所の実践者や立上希望者等の連携促進（実践者交流会の実施） 

  ⇒歩いていける範囲に気軽に集える場所を設置することが必要 

〇 サロン運営者の支援（運営課題・課題解決に向けた取組等の共有化） 

〇 地域包括ケアシステムに係る専門職連携の強化(地域包括ケアに関する提言 Ｈ23) 

〇 県内外の先進事例の収集・提供及び各種基金の有効活用(戦略的重点化)⇒子育て支援等 

 ・「静岡県における地域福祉活動の事例集(H23)」、「見守り活動（社会的孤立防止）に関す

る事例集(H24)」の作成 

〇 災害時対応を通じた地域づくり 

・災害時支援活動あり方検討会の設置(H23～) 

・関係者と協働によるシンポジウムの開催(H23～) 

・災害時の地域再生に係る社協の決意表明(H24) 

・県災害ボランティア支援センターに関する県知事への提言(H24)⇒県地域防災計画に反映 

・日本青年会議所静岡ブロックと「災害時における協力に関する協定」の締結(H25) 

・災害における社協アクションプランの作成(H26) 

 ①災害ボランティア体制の整備、②生活支援業務の強化（生活相談員の養成等）、③社協機

能・地域福祉の再生・創出 

・㈱ニッポンレンタカー東海と災害時における自動車の提供に関する協定締結(H26) 

・福祉避難所(*)の設置促進(H25 研修を県から受託) 

・災害福祉広域支援ネットワーク(専門職派遣)⇒システムの構築が必要 

第３次計画の取組と課題 

第４章 重点プロジェクト事業 

県社協は、今後５年間で、以下の２つの事業に、特に重点的

に取り組みます。 
 

１ 「ストップ！子どもの貧困」ネットワークプロジェクト 

２ 権利擁護を軸とした地域のつながりプロジェクト 

重点プロジェクト事業は、複数の基本目標をまたぎ、かつ、 

組織をあげて横断的に取り組む事業として位置づけています。 
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推 進  策 

地域の生活課題に対し、市町社協をはじめ、地  

地域における幅広い協働・連携の場づくりや仕  

居場所づくり 

見守り活動 

県 域 

市 町 域 

県行政 

〇総合的なコミュニティ施策の実施 

〇公的な福祉サービスの提供と地域福祉 

 活動の基盤整備（地域福祉計画の策定） 

〇市町間で格差が生じないよう支援・調整 

１ 居場所づくりの推進（担い手養成、立上支援、利用促進、空き家等資源の開発） 

  ⇒ ５年間で各中学校区に１か所(県内 250 地区)の設置 

２ 生活支援サービスの活性化（担い手養成、立上支援、県域における関係者の組織化） 

  ⇒ 県内外の実践事例：5 年間で 100 件を収集・紹介 

３ 小地域福祉活動の活性化（モデル事業の実施、先進事例の収集・提供） 

  ⇒ 県内外の地域福祉の実践事例：５年間で 100 件を収集・紹介 

４ 子育て支援団体間の連携・協働の促進(地域交流会の開催) 

５ 子どもの貧困対策の推進（重点プロジェクト） 

  ⇒運営協議会(仮称)の設置、モデル事業の直接実施 

６ 民生委員・児童委員活動への支援（基本目標１-実施目標 2） 

７ 多文化共生(*)の推進（多文化ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ(*)の育成、意識啓発活動の推進） 

 

自主防災組織 

企業 

学校・ 

幼稚園 

病院 
商工会 
・商店会 

社会福祉法人 

(社会福祉事業所) 

郵便局 

行政 

自治会 
  町内会 警察 

日常 生活圏域 

● 広域的・専門的な課題に対応 
● 市町間の連携 
● 県内外の先進事例の収集・提供による普及促進 
● 地域福祉に関する情報の発信 

市町行政 

〇 総合的なコミュニティ施策の実施 

〇 公的な福祉サービスの提供と地域福祉 

 活動の基盤整備（*地域福祉計画の策定） 

市町社協 

〇 地域の生活課題の把握、住民とともに考える場のしかけ 

〇 住民の地域福祉活動への参加機運の醸成 

〇 活動の核となる人材の確保 

〇 課題意識を持った住民の組織化 

〇 地域コミュニティ等の組織や NPO 団体との 

生活課題の共有化 

● 重層的な圏域設定 
● 活動の拠点づくり 
● 活動資金の確保 
● 核となる人材づくり 

配食・ 
安否確認 移動販売 

支える 

家事援助 

外出支援 

要援護者支援 

学習支援 

民生委員・ 
 児童委員 

ボランティア 

NPO 団体 

支えられる 

声かけ 

★住民の社会参加 

〇現役時代の能力を活かした活動 
〇興味関心がある活動 
〇新たにチャレンジする活動 

住み慣れた地域で 
自分らしい暮らしを 
人生の最後まで続けられる 

 

〇 地域の住民同士、異世代間、とりわけ地

域社会から疎外されがちな人との「出会

いの場」づくり 

〇 住民の気づきを促し、「共に考える場」

づくり 

〇 ともに福祉活動をすすめる「協働の場」

づくり 

〇 住民主体を確保する条件があること 
〇 地域の生活課題発見のための方策があること 
〇 適切な圏域を単位としていること 
〇 地域福祉を推進するための環境 
  （情報の共有、活動の拠点、地域福祉のコーディネーター、活動資金） 
〇 核となる人材 

地域福祉を推進するために必要な条件と整備方策 

地域福祉推進基礎組織（＊地区社協等） 

８ 障がいの種別を越えた関係機関・団体の連携・協働の促進 

  ⇒推進協議会(仮称)の設置 

９ 地域福祉の担い手の育成（基本目標１-実施目標 2） 

10 災害時要援護者支援体制の強化 

  (1)災害における社会福祉協議会アクションプランの推進 

   ①災害ボランティア体制の整備、②生活支援業務の強化 

（生活相談員の養成等）、③社協機能・地域福祉の再生・創出 

  (2)県災害ボランティア本部・情報センター(*)の機能強化 

  (3)災害時福祉広域支援ネットワークの構築 

 ⇒福祉専門職派遣チーム(福祉版 DMAT)の組織化 

  (福祉)避難所、在宅への福祉専門職チーム派遣の仕組みづくり 

 

 

 

県 社 協 

推 進 方 策 

地域福祉の総合的な推進を継続的に実施するために、安定的な組織運営を可能 

とする多様な財源確保と組織構成の拡大を図り、職員が専門性を発揮できるた 

めの人材育成を行います。 

基盤 
強化 

会 員 の 拡 大 

賛助会員の促進 

地域福祉活動の拡充、強化に

向けて、ホームページ、チラシ

等により、様々な分野の企業や

団体の加入を促進する。 

⇒ ５年間で 100件増 

 

分かりやすい会員体系 

会員加入は事業単位が基本

であるが、より分かりやすい

会員体系を引き続き検討す

る。 

⇒ 規程の改正 

 

政策提言機能の発揮 

調査研究機能 

全国的な社協ネットワークを

機軸として、地域福祉に関する住

民ニーズや福祉課題等の必要な

データの収集分析を継続実施す

る。 

 
政策提言機能 

福祉関係者との連携・協働を

強化し、それを基盤に、県域に

おける福祉課題の解決に向け、

県社協としての政策提言を積極

的に実施する。 

人 材 育 成 

職員育成計画 

階層別職員研修計画を随

時見直し、効果的な研修実施

を目指す。 

基本、専門研修について

は、年度単位で職員ごとの研

修計画を策定する。 

市町社協等との人事交流

については、引き続き、積極

的に行う。 

⇒ 毎年度、職員研修計画の

見直しと人事交流の実施 

コ ス ト 削 減 

事業の重点化 

事業の重点化（効果点検、 

スリム化）により、貴重な自主

財源や公的財源を無駄なく有効

活用する。 ↓ 

⇒5 年間で 10％の事務経費の削減 

    ↑ 

 業務の効率化 

職員各自が強いコスト意識

を持ち、業務の効率化（横断的

な執行体制、電子システム活用

等）に努めるとともに、複数業

者による競争見積りを徹底す

る。 

 

多様な財源確保 

自主財源の確保 

自主研修事業の充実や第三

者評価事業の拡大を図るとと

もに、各種基金の安定かつ効

率的な運用を行う。 

⇒ 自主財源前年度比 1％増 

 

公的財源等の活用 

補助金、受託金等の公的財

源の確保に努めるほか、共同

募金配分金等の民間財源の有

効活用を図る。 

経 営 の 透 明 性 

財務諸表等の公表 

決算にかかる財務諸表などを、事業計画や

事業報告とともにホームページで公表し、経

営状態の透明性を確保する。 

外部監査の実施 

経理事務の適正化を図るため、引き続き、

外部監査を実施する。⇒ 年３回以上 

危 機 管 理 体 制 

災害発生時の初動体制整備 

職員各自の災害時行動マニュアルの整備を行

う。県総合社会福祉会館の指定管理者として、

会館消防計画の整備、自衛消防隊の編成、訓練

を行う。 

コンプライアンスの徹底 

職員研修等を通じて法令遵守の徹底、県社協

規程集の理解に努める。 
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推 進 方 策 

域住民や民生委員・児童委員、関係機関・団体など 

組みづくりに取り組みます。 

居場所づくり 

見守り活動 

県 域 

市 町 域 

県行政 

〇総合的なコミュニティ施策の実施 

〇公的な福祉サービスの提供と地域福祉 

 活動の基盤整備（地域福祉計画の策定） 

〇市町間で格差が生じないよう支援・調整 

１ 居場所づくりの推進（担い手養成、立上支援、利用促進、空き家等資源の開発） 

  ⇒ ５年間で各中学校区に１か所(県内 250 地区)の設置 

２ 生活支援サービスの活性化（担い手養成、立上支援、県域における関係者の組織化） 

  ⇒ 県内外の実践事例：5 年間で 100 件を収集・紹介 

３ 小地域福祉活動の活性化（モデル事業の実施、先進事例の収集・提供） 

  ⇒ 県内外の地域福祉の実践事例：５年間で 100 件を収集・紹介 

４ 子育て支援団体間の連携・協働の促進(地域交流会の開催) 

５ 子どもの貧困対策の推進（重点プロジェクト） 

  ⇒運営協議会(仮称)の設置、モデル事業の直接実施 

６ 民生委員・児童委員活動への支援（基本目標１-実施目標 2） 

７ 多文化共生(*)の推進（多文化ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ(*)の育成、意識啓発活動の推進 

 

自主防災組織 

企業 

学校・ 

幼稚園 

病院 商工会 
・商店会 

社会福祉法人 

(社会福祉事業所) 

郵便局 

行政 

自治会 
  町内会 警察 

日常 生活圏域 

● 広域的・専門的な課題に対応 
● 市町間の連携 
● 県内外の先進事例の収集・提供による普及促進 
● 地域福祉に関する情報の発信 

市町行政 

〇 総合的なコミュニティ施策の実施 

〇 公的な福祉サービスの提供と地域福祉 

 活動の基盤整備（*地域福祉計画の策定） 

市町社協 

〇 地域の生活課題の把握、住民とともに考える場のしかけ 

〇 住民の地域福祉活動への参加機運の醸成 

〇 活動の核となる人材の確保 

〇 課題意識を持った住民の組織化 

〇 地域コミュニティ等の組織や NPO 団体との 

生活課題の共有化 

● 重層的な圏域設定 
● 活動の拠点づくり 
● 活動資金の確保 
● 核となる人材づくり 

配食・ 
安否確認 移動販売 

支える 

家事援助 

外出支援 

要援護者支援 

学習支援 

民生委員・ 
 児童委員 

ボランティア 

NPO 団体 

支えられる 

声かけ 

★住民の社会参加 

〇現役時代の能力を活かした活動 
〇興味関心がある活動 
〇新たにチャレンジする活動 

住み慣れた地域で 
自分らしい暮らしを 
人生の最後まで続けられる 

 

〇 地域の住民同士、異世代間、とりわけ地

域社会から疎外されがちな人との「出会

いの場」づくり 

〇 住民の気づきを促し、「共に考える場」

づくり 

〇 ともに福祉活動をすすめる「協働の場」

づくり 

〇 住民主体を確保する条件があること 
〇 地域の生活課題発見のための方策があること 
〇 適切な圏域を単位としていること 
〇 地域福祉を推進するための環境 
  （情報の共有、活動の拠点、地域福祉のコーディネーター、活動資金） 
〇 核となる人材 

地域福祉を推進するために必要な条件と整備方策 

地域福祉推進基礎組織（＊地区社協等） 

８ 障がいの種別を越えた関係機関・団体の連携・協働の促進 

  ⇒推進協議会(仮称)の設置 

９ 地域福祉の担い手の育成（基本目標１-実施目標 2） 

10 災害時要援護者支援体制の強化 

  (1)災害における社会福祉協議会アクションプランの推進 

   ①災害ボランティア体制の整備、②生活支援業務の強化 

（生活相談員の養成等）、③社協機能・地域福祉の再生・創出 

  (2)県災害ボランティア本部・情報センター(*)の機能強化 

  (3)災害時福祉広域支援ネットワークの構築 

 ⇒福祉専門職派遣チーム(福祉版 DMAT)の組織化 

  (福祉)避難所、在宅への福祉専門職チーム派遣の仕組みづくり 

 

 

 

県 社 協 

実施目標３ 県社協の基盤強化を図ります 

 

○ 社会福祉事業の担い手の広がりは著しく、加えてＮＰＯ法人を中心に地域福祉活動や制度外の事業

に取り組む団体が増えており、あらためて社協の存在意義を明確にする必要があります。また、県社

協は、地域で実際に活動する市町社協に比べ、地域福祉推進における役割が見えにくいです。 

○ 社会福祉分野の制度改革が進む中で、会員拡大と多様な参画形態のあり方が検討課題となっていま

す。 
○ 対象分野の広がりや様々な福祉課題が顕在化するなど、社協を取り巻く環境が常に変化していく中 

で、高度な専門性と幅広い視野を持った職員の育成が必要です。 

○ 大規模災害発生時における県内外の広域的な連携や円滑な支援活動を行うため、関係機関との支援協 

定を締結するなど、災害時における速やかな初動態勢の確保が求められています。 

○ 県社協は、公的性格を有しており、地域住民等の信頼と活動に対する理解を得るためにも、法令遵

守と組織運営の透明性が求められています。 

○ 第三次計画策定時と同様、一般会計における自主財源比率が依然低い状況にあり、今後、公的財源

とともに安定財源の確保が課題です。 

今後の方向性（めざす姿） 

○福祉関係者との連携・協働を強化し、政策提言を積極的に行う。 

○わかりやすい会員体系を構築することにより、会員層を拡大する。 

○専門性を有する人材を確保・育成し、安定的な組織運営を行う。 

○災害時等における危機管理体制を確保する。 

○組織運営の透明性の確保と法令遵守の徹底に積極的に取り組む。 

○多様な財源の確保と効率的な予算執行により、財政基盤を安定させる。 

○ 市町社協連絡協議会の再構築及び県域の障がい者関係団体による連絡会の組織化 

⇒ 部会活動等の充実及び調査・政策提言機能の一層の強化 

○ 会員の多様な参画形態について検討（社会福祉に関する制度改正が進む中で、会員規程の見直し

は未実施） ⇒ 社会福祉の担い手が広がる中で、組織構成の範囲拡大も要検討課題 

○ 社会福祉の多様化、規模が増大する状況の中で、階層別職員研修計画を作成 

⇒ 今後、専門性（企画調整・マネジメント含む。）の確保など資質向上が一層必要 

○ 生活困窮者対策を強力に進めるため、H26 に大規模な組織改編を実施 

⇒ 従来の事業の枠組みにとらわれず、新たな福祉課題・生活課題の解決に焦点をあて、横断的

な事業執行体制を整備 

○ 安定的な財源確保(一般会計の自主財源比率Ｈ21…10.3％→Ｈ25…11.0％) 

⇒ 対価性のある自主研修事業の充実 

⇒ 公共性・公益性の高い業務については、確実に補助金・委託金を確保 

⇒ 支出削減への一層の取組（事務諸経費の節約等） 

第３次計画の取組と課題 

基本目標３ 地域福祉を支える基盤づくり 

現 況 と 課 題 

25 18 
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静岡県社会福祉協議会

○ 法人経営、施設運営に資する多角的な支援

⇒福祉施設経営指導事業による専門相談の実施

（相談事例の集積、平成 28 年度中に事例集の作成）

⇒経理、人事労務、施設運営管理に係る研修会の開催

⇒施設整備や設備の充実のための助成（民間社会福祉施設

整備償還金助成、静岡県社会福祉振興資金、その他基金

助成）の積極的 PR の実施

⇒福利厚生事業のメニューの充実と加入促進

（会員数 4,500 人⇒平成 31年度までに 6,000 人）

○ 多様な事業体、関係団体の連携・協働の推進

⇒地域ニーズに対する公益的活動の普及・啓発

（先駆的・実践的な事例へ助成 ５年間で 150 件）

⇒官民協働による災害時における福祉支援体制づくり

（県域の調整機能を持つネットワーク本部の立ち上げ）

静岡県社会福祉法人経営者協議会

○福祉施設経営指導事業との協働

○自主研修事業の実施

○社会福祉法人のあり方検討と実践

県社協の
役割

第３次計画の取組と課題

〇 生活困窮者自立支援の仕組みづくり
・平成 27 年度から始まる生活困窮者自立支援制度(*)では、市町社協の参画(事業受託)が期待

・生活困窮者により抱える課題が異なり、かつ、複雑で多岐にわたるため、既存サービスの活用や必

要なサービス開発に向けた横断的なつながりが必要

・生活福祉資金借受者に対し、貸付・償還相談にとどまらない就労支援等を含めた総合的な支援を行

うことが必要

〇 権利擁護体制の構築の推進
・平成 24 年度に日常生活自立支援事業(*)において全市町社協を基幹型化

⇒ 当該事業にとどまらない地域福祉と権利擁護の視点を持った支援体制の整備

・権利擁護を必要とする人の実態が十分に把握できていないことから、平成 26 年度「成年後見制度等に

関する実施・実態把握調査」を実施 ⇒ 調査結果を活かした多機関・多職種と連携した取組が必要

・日常生活自立支援事業、成年後見制度(*)ともに利用希望者の増加に対し、十分な対応ができていな

い状況が慢性化 ⇒ 今後の急速な需要の増加への対応（体制整備）

⇒ 市町行政、市町社協、地域の関係者の共通理解による総合的な権利擁護の体制整備を積極的に

推進(市町社協の市民後見人(*)養成、受け皿機能となる法人後見等への取組を強化)

〇 行政・各関係機関、団体種別協議会、職能団体との連携・協働の促進
・「健康福祉推進ネットワーク会議」を定期的に開催し、「地域包括ケアに関する提言」（平成 23 年 11

月）を行う等、医療・保健・福祉・介護関係職能団体 16 団体が一丸となって取り組むことを確認
⇒ 県内保健医療福祉圏域、市町域での取組に温度差(地域の実情に応じた取組を推進)

市町社協・福祉事業者等が、制度を有機的に連携させ、地域に密
着した支援活動を行うことができるよう環境整備の推進

今後の方向性（めざす姿）

○ 生活課題を抱えて生活する世帯に近隣住民が気付き、必要に応じた支援や

相談支援機関につなげることができる。

○ 個別支援を通じて把握した地域の生活課題ニーズに対して、地域づくりの

主役として住民が主体的に取り組むことができる。

○ 生活課題に取り組む組織・団体が、それぞれの特色を活かした連携・協働

した取り組みが展開できる。

○ 社協の持つ日常生活自立支援事業(*)や生活福祉資金貸付事業(*)等の既存

事業と、行政施策としての生活困窮者自立支援制度(*)や権利擁護体制等と

の相乗的かつ効果的な取り組みを行うことができる。

実施目標２ 支援を必要とする住民の地域生活を支えます

現 況 と 課 題

基本目標２ 地域福祉を支える仕組みづくり

○ 経済的な課題と社会的孤立は密接に関係し、最低限度の生活を維持することが出来なくなる恐れのあ

る人が増加し、必要な支援に繋げられない人々が地域で潜在化しています。

○ 家族機能や既存の地域組織が縮小し、親族や地域の繋がりが希薄化する中で、公的なサービスだけで

は解消できない複合的な課題を抱える世帯が増加しています。（平成 26 年度県社協調査において、権

利擁護(*)を必要とする人は少なくとも 22,000 人いることがわかりました）

○ 介護保険制度をはじめ、公的福祉サービスが整備され、多くのサービス提供を担う専門職が誕生しま

したが、事業者や専門職間の継続的な連携を図る仕組みが十分ではありません。

推 進 方 策

地域住民の安全・安心を支える福祉の拠点として、住民から必要とされる良質

なサービス提供主体を目指す社会福祉事業者の、自律的かつ安定的経営を支援

します。

良質かつ適切な福祉・介護

サービスの提供

適正かつ安定的な経営基盤

の確立

株式会社、NPO 法人等 社会福祉法人

○ 制度改正の周知

○ サービスを総合的・一

体的に提供するための

基盤整備

○ インフォーマルサービ

スの制度化

○ インフォーマル推進団

体等への支援

指導

監督

社
会
福
祉
事
業
者

連
携
・
協
働

公益的事業

災害支援の

拠点

地域住民の

活動拠点

地域住民の

相談対応

地域の生活課題

の発見・対応

側面的

支援
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推 進 方 策 

○ 生活困窮者自立支援制度と連携した多彩な取組 

○ 生活福祉資金貸付事業の持つ相談・支援機能(借受者への自立支援)の活用 

○ 権利擁護を必要とする人や地域のニーズ把握と支援体制の構築 

・関係者との連携・協働による権利擁護ニーズへの対応 

・市町行政とのパートナーシップによる権利擁護体制の構築 

○ 市町社協、地域の社会福祉施設、ボランティア、NPO、住民活動等が連携・協働し

た参加と自立の支援 

○ 介護保険制度における生活支援サービスの取組 

○ 生活困窮者の理解促進と 
自立支援の仕組みづくりへの支援 

 
・「ふじのくに生活困窮者自立支援コンソーシアム」によ

る郡部の広域実施 

・生活困窮者支援に取り組む組織・団体のつながりづくり

（連携・協働の場の設置） 

・生活福祉資金貸付事業を活用した生活困窮世帯への自立

支援 

 ⇒支援機関・団体連絡会の開催、先駆的取組事例の収集・

共有、評価・検証 

 

 

地域包括ケアの構築 

 

連 携 

協 働 

○ 権利擁護体制の構築の推進 
        （重点プロジェクト） 
 
・日常生活自立支援事業や成年後見制度を中心

とした権利擁護の推進を目的とする多職種・

多機関による協議の場の設置 

・県とのパートナーシップのもと、権利擁護に

係る啓発や関係者の知識習得のため、多職

種・多機関と連携した取組の展開 

・地域に根ざした市町社協の権利擁護への取組

に対する積極的な支援 

⇒関係機関との協議の場の設置・広域連携への

取り組み支援 

（参考）26「成年後見制度等に関する実施・ 

実態把握調査」実施、調査報告作成 

 

○ 行政・各関係機関、団体種別協議会、職能
団体との連携・協働の促進 

 
・地域包括ケア推進に向けた保健・医療・福祉・介護

の専門職連携の強化（健康福祉推進ネットワーク会

議） 

・生活支援サービスの活性化(担い手養成、立上支援、

県域における関係者の組織化) 

 ⇒県内の実践事例：５年間で 100 件を収集・紹介

（基本目標２-実施目標１） 

・社会福祉事業者の実効性のある苦情解決の仕組みの

確立と「福祉サービス運営適正化委員会(*)」機能の

強化 

 ⇒社会福祉法人の苦情解決研修会受講率５年間で

100％（第三次計画 42.5％） 

・福祉サービス第三者評価事業(*)の推進 

 

市町社協・社会福祉事業者 

県社協 

市 深刻な生活課題を抱えている人々に対し、市町社協・福祉事業者等と関係機関

が連携・協働し、自らの力を引き出して課題解決に導き、社会的な孤立防止、経

済的困窮状況からの脱却に取り組みます。 

また、個別課題への支援を通し、新たな住民のつながりの再構築を支援する等

の地域づくりに努めます。 現 況 と 課 題 

○ 福祉・介護サービスの多様化やサービス提供主体の多元化が進む中で、利用者本位の良質なサービ

ス提供が求められており、社会福祉事業者には適正かつ安定的な経営基盤の確立が求められていま

す。とりわけ、高い公益性を持つ社会福祉法人には組織統治の強化と経営の透明性の確保等が強く要

請されています。 
○ 複合的な生活課題を抱える人が増える中で、制度外の福祉課題への対応が社会福祉法人に期待され

ています。 

今後の方向性（めざす姿） 

○ ニーズに基づいた福祉サービスを提供し、常に質の向上を図る。 
○ 正確な財務諸表の作成、公表により経営の透明性を担保する。  

○ 社会福祉事業者がそれぞれの地域の福祉ニーズに向き合い公益的な取り組み

を行う。 

○ 災害時において、各社会福祉事業者が事業継続のもとに地域の福祉避難拠点

として、その機能を発揮できる。 

社会福祉事業者 

○ 自ら提供する福祉サービスの質の向上を目指し、職員の資質向上、経営の効率化・透明性の確保、

組織統治の確立など運営の改善に努め、経営基盤の強化に取り組む。 

○ 社会福祉法人が本来的に持つ開拓性・先駆性・創造性を発揮して、社会福祉法に規定された社会福

祉事業を担うだけではなく、制度の狭間も含めて地域における様々なニーズに対応し、他の経営主

体で担うことが期待できない福祉サービスを積極的に開発、実施していくという公的法人としての

姿勢が必要 

○ 災害時における地域の福祉避難所としての機能発揮 

社会福祉事業者等の経営、サービスの質の向上、

人材確保、人材養成及び地域公益事業(＊)の取組

等を総合的に支援 

〇 平成 23 年度に社会福祉法人の地域貢献事業等支援の一環として、「民間社会福祉施設運営基   

金助成事業」を見直し  

⇒ 取組が低調であり、地域公益事業や法人間連携等の重点化に向けた再見直しが必要 

〇 福祉施設経営指導事業の実施（相談件数Ｈ22…641 件→Ｈ25…723 件/82 件増） 

〇 福祉施設が地域における重要な福祉避難所として機能発揮できるよう、官民協働による支援

体制の構築が必要 

実施目標２ 社会福祉事業者を支援します    

基本目標３ 地域福祉を支える基盤づくり 

県社協の 

役割 

第３次計画の取組と課題 
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